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１．  ２００６年９月中間期の業績（２００６年４月１日～２００６年９月３０日） 

（１） 経営成績                                     （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
      百万円      ％      百万円    ％       百万円     ％ 

2006 年 9 月中間期 ２０，２１８    8.3 １,１５６    △3.7 １,２６１      1.8 

2005 年 9 月中間期 １８，６６９   18.0 １,２０１    97.8 １,２３９    70.6 

2006 年 3 月期 ３７，５０５   10.6 １,９６５   36.9 １,９７３   24.7 

 

 
中間(当期)純利益 

１ 株 当 た り        

中間(当期)純利益 
 

      百万円      ％ 円  銭  

2006 年 9 月中間期 ７５１        △1.9 ３５ ８９  

2005 年 9 月中間期 ７６６     138.2 ３６ ３６  

2006 年 3 月期 １,３０１     85.6 ６１ ８４  

（注） ① 期中平均株式数 2006 年 9月中間期 20,944,803 株 2005 年 9月中間期 21,071,837 株 

 2006 年 3 月期 21,041,854 株   

② 会計処理の方法の変更       無  

③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）財政状態 

 総 資 産         純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％           円  銭 

2006 年 9 月中間期 ２９，２３９ １３，８０５ ４７．２ ６５９ ２０ 

2005 年 9 月中間期 ２６，７４８ １２，３５６ ４６．２ ５８６ ９３ 

2006 年 3 月期 ２８，５８２ １３，７５９ ４８．１ ６５６ ８７ 

（注） ① 期末発行済株式数 2006 年 9 月中間期 20,942,921 株 2005 年 9 月中間期 21,052,378 株 

 2006 年 3 月期 20,947,798 株   

② 期末自己株式数 2006 年 9 月中間期 4,043,678 株 2005年 9月中間期 3,934,221 株 

 2006 年 3 月期 4,038,801 株   

 

２． ２００７年３月期の業績予想（２００６年４月１日～２００７年３月３１日） 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通 期 ３９，０００ ２，２６０ １，３８０ 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  ６５円８９銭 

 

３． 配当状況 

 

 

 

 

 

 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における 

仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び 

業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、決算短信（連結）の添付資料 P. 3 をご参照ください。 

・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末   年間 

2006 年 3 月期 － １０．００ １０．００ 
2007 年 3 月期(実績) － － 
2007 年 3 月期(予想) － １０．００ １０．００ 



1. 中間貸借対照表                                           （単位：百万円） 
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期　　　別

科　　　目

％ ％     

17,876 61.1   16,610 62.1 1,266 16,318

862 912 △ 50 644

5,280 5,695 △ 414 5,594

10,756 8,725 2,031 9,174

241 307 △ 65 235

28 34 △ 6 13

769 1,142 △ 372 808

262 346 △ 83 287

88 77   11 24

△ 415 △ 632   217 △ 464

11,363 38.9 10,138 37.9   1,225 12,263

5,854 20.0 5,887 22.0 △ 32 5,965

1,639 1,764 △ 125 1,714

414 411   3 422

623 528   95 560

25 24   1 23

641 646 △ 4 618

2,218 2,198   19 2,319

290 312 △ 22 306

45 0.2 45 0.2   0 54

45 44   0 54

0 0 △ 0 0

5,463 18.7 4,205 15.7   1,258 6,243

3,493 2,687   805 4,318

1,720 1,257   462 1,684

22 22 △ 0 22

20 22 △ 1 21

215 235 △ 20 205

39 27   11 42

△ 48 △ 49 0 △ 52

29,239 100.0 26,748 100.0 2,491 28,582

当中間期末

(2006年9月30日現在）

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

棚 卸 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

前中間期末

(2005年9月30日現在）

金　　額 構 成 比

ソ フ ト ウ ェ ア

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

出 資 金

そ の 他

そ の 他

構 成 比

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

前 渡 金

原 石 山

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

土 地

投資その他の資産

前期末

金  額

機 械 及 び 装 置

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

金　　額

（2006年3月31日現在）

無 形 固 定 資 産

比 較 増 減



                                              （単位：百万円） 

％ ％     

  13,992 47.9   13,299 49.7 693 13,502

5,140 4,994 146 5,163

4,643 4,206 436 4,106

1,170 1,530 △ 360 1,145

2,081 1,647 434 1,664

460 514 △ 54 530

41 38   2 47

352 273   79 323

102 93   8 71

  1,441 4.9   1,092 4.1   62 1,770

48 46   2 52

870 762   107 847

201 244 △ 42 203

298 18   279 643

23 20   2 23

15,434 52.8 14,391 53.8   1,042 14,822

－ － 2,146 8.0 － 2,146

－ － 1,844 6.9 － 1,844

－ 1,844 － 1,844

－ － 8,572 32.1 － 9,108

－ 536 － 536

－ 5,900 － 5,900

－ 2,136 － 2,671

－ － 898 3.3 － 1,861

  － － △ 1,105 △ 4.1   － △ 1,200

－ － 12,356 46.2 － 13,759

－ － 26,748 100.0 － 28,582

12,436 42.5 － － － －

2,146 7.3 － － － －

1,844 6.3 － － － －

1,844 － － － －

9,650 33.0 － － － －

536 － － － －

9,113 － － － －

1,640 － － － －

300 － － － －

4,960 － － － －

2,213 － － － －

△ 1,204 △ 4.1 － － － －

1,369 4.7 － － － －

その他有価証券評価差額金 1,369 － － － －

13,805 47.2 － － － －

29,239 100.0 － － － －

研究開発積立金

配当積立金

別途積立金

繰越利益剰余金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

構 成 比

買 掛 金

短 期 借 入 金

負 債 合 計

未 払 消 費 税 等

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

未 払 費 用

そ の 他

前期末 

（2006年3月31日現在）

金  額金　　額 金　　額 構 成 比

(2005年9月30日現在）

前中間期末当中間期末

(2006年9月30日現在）

期 別

科 目

（ 負 債 の 部 ）

繰 延 税 金 負 債

未 払 法 人 税 等

固 定 負 債

未 払 金

長期預り保証金

流 動 負 債

支 払 手 形

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

比 較 増 減

負 債 純 資 産 合 計

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他の利益剰余金

その他有価証券評価差額金

中間（当期）未処分利益

株 主 資 本

純 資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）
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2. 損益計算書                                     （単位：百万円） 

自 2005年4月 1日

至 2006年3月31日

金　額

％ ％ ％

20,218 100.0 18,669 100.0 1,549 108.3 37,505

17,597 87.0 15,968 85.5 1,628 110.2 32,391

2,621 13.0 2,700 14.5 △ 79 97.1 5,114

1,464 7.3 1,499 8.1 △ 34 97.7 3,148

1,156 5.7 1,201 6.4 △ 44 96.3 1,965

209 1.0 103 0.6 105 201.2 151

172 86 85 197.7 93

36 17 19 211.6 58

104 0.5 65 0.4 38 159.2 144

7 9 △ 1 82.3 15

96 56 40 171.7 128

1,261 6.2 1,239 6.6 22 101.8 1,973

2 0.0 63 0.3 △ 60 3.9 263

1 63 △ 61 2.2 249

－ － － － 14

1 － 1 － －

21 0.1 43 0.2 △ 21 50.3 79

8 33 △ 24 25.1 46

13 10 3 131.4 33

1,242 6.1 1,259 6.7 △ 17 98.6 2,157

478 2.3 518 2.7 △ 40 92.2 849

12 0.1 △ 25 △ 0.1 37 － 5

751 3.7 766 4.1 △ 14 98.1 1,301

1,370 1,370

2,136 2,671中間 (当期）未処分利益

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

税引前中間(当期）純利益

特 別 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

期　　別 前中間期 当中間期

)自 2006年4月 1日
至 2006年9月30日(

比 較 増 減 
自 2005年4月 1日)

前期比科　　目

売 上 総 利 益

売 上 高

売 上 原 価

至 2005年9月30日(
金　　額百 分 率

前   期

( )

特 別 損 失

販売費及び一般管理費

金　　額

経 常 利 益

営 業 外 費 用

そ の 他 の 特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

金　　額 百 分 率

貸 倒 引 当 金 戻 入

そ の 他 の 営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 外 収 益

営 業 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

支 払 利 息
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3. 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自  2006 年 4 月 1 日  至  2006 年 9 月 30 日） 

                                                            （単位：百万円） 

2006年3月31日残高

中間会計期間中の変動額

　別途積立金の積立（注）

　剰余金の配当（注）

　中間純利益

　自己株式の取得

中間会計期間中の変動額合計

2006年9月30日残高

2006年3月31日残高

中間会計期間中の変動額

　別途積立金の積立（注）

　剰余金の配当（注）

　中間純利益

　自己株式の取得

中間会計期間中の変動額合計

2006年9月30日残高

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△ 4－ －

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△ 492

－

評価・換算差額等

1,8441,844

－－

2,146 536 1,640 300 3,960 2,671 9,108 △ 1,200 11,898

△ 209 △ 209

1,000 △ 1,000

751

－ －

△ 209

751 751

△ 1,204 12,436

△ 4 △ 4

537△ 457 542－ 1,000

1,844 536 1,6401,844 300 4,960

△ 492

1,369

△ 492

△ 492

1,369

1,861

2,213 9,650

評価・換算差額等
合計

1,861 13,759

純資産合計

2,146

研究開
発積立
金

配当積
立金

利益剰余金

その他利益剰余金

資本準
備金

資本剰余金

資本剰
余金合
計

利益
準備金

株主資本
合計

株主資本

項目 その他有価証券評
価差額金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

利益剰
余金合
計

自己株式
項目

資本金

－

△ 209

13,805

751

△ 4

△ 492

45

 

（注） 2006 年 6 月 22 日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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4. 重要な会計方針 

 

（1）  有価証券の評価方法は、子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法、その他有価証券の時価

のあるものは、中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）時価のないものは、移動平均法による原価法である。 

（2）  棚卸資産の評価方法は、先入先出法による原価法である。 

（3）  固定資産の減価償却の方法は、有形固定資産については定率法、但し'98 年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附

属設備は除く）及び無形固定資産ついては定額法である。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法を採用している。 

また、原石山については生産高比例法を採用している。 

（4）  貸倒引当金は、債権等の貸倒れによる損失に備える為、一般債権については貸倒実績率により、特定の債権に

ついては回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

（5）  退職給付引当金は、確定拠出年金法の施行に伴い、‘04年4月に確定拠出年金制度へ移行している。退職給付

引当金は、移管時の年金資産の不足額（4 年分割のうち残 1 年分）と‘06 年 9 月末時点での加算退職金の合計額

を計上している。 

（6）  役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を

役員退職慰労引当金（商法施行規則 43 条に規定する引当金）として計上している。 

（7）  リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 

（8）  消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

5. 会計方針の変更 

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成 17 年 12

月９日  企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会  平成 17 年 12 月９日  企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

    これによる損益に与える影響はありません。 

    なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 13,805 百万円であります。 

    中間財務諸表等規則の改正に伴い、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸表規則

により作成しております。 
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6. 注 記 事 項 

１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 

２．中間貸借対照表関係注記 

 

 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 

 

（２） 関係会社に対する短期金銭債権 

関係会社に対する短期金銭債務 

 

（３）   自己株式 

         期末発行済株式総数（普通株式） 

         期末に保有する自己株式（普通株式） 

 

（４） １株当たり純資産額 

 

 

（５） 商法施行規則第 124 条第 3号に規定する純資産額 

 

（６） 金融機関の休日のよる満期手形残高 

受取手形 

支払手形 

当 中 間 期 

(‘06 年 9 月 30 日現在)

８，８８４ 百万円 

 

１，０７８ 百万円 

５，２４１ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

４，０４３，６７８株 

 

６５９円２０銭 

 

 

１，３６９ 百万円 

 

 

324 百万円 

10 百万円 

前 中 間 期 

(‘05 年 9 月 30 日現在) 

８，５５５ 百万円 

 

１，４４０ 百万円 

４，６８５ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

３，９３４，２２１株 

 

５８６円９３銭 

 

 

８９８ 百万円 

 

 

― 

― 

前     期 

(‘06 年 3 月 31 日現在)

８，７００ 百万円 

 

１，１７５ 百万円 

４，４９１ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

４，０３８，８０１株 

 

６５６円８７銭 

 

 

１，８６１ 百万円 

 

 

― 

― 

 

３．中間損益計算書関係注記                                  

 

（１） 関係会社との取引高 

① 売 上 高 

② 仕 入 高 

③ 営業取引以外の取引高 

 

（２） １株当たり中間（当期）純利益 

 

当 中 間 期 

(‘06 年 9 月 30 日現在)

１，０４８ 百万円 

７，１５３ 百万円 

１３２ 百万円 

 

３５円８９銭 

 

前 中 間 期 

(‘05 年 9 月 30 日現在) 

１，２８３ 百万円 

６，６８０ 百万円 

６７ 百万円 

 

３６円３６銭 

 

前     期 

(‘06 年 3 月 31 日現在)

２，７８０ 百万円 

１３，２８５ 百万円 

９１ 百万円 

 

６１円８４銭 

 

 

４．中間株主資本等変動計算書関係 

 

  当中間期（自 ２００６年４月 1 日  至 ２００６年９月３０日） 

 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） ４，０３８，８０１ ４，９２８ ５１ ４，０４３，６７８ 

  （変動事由の概要） 

   自己株式の増加株式数の内訳は次のとおりである。 

     単元未満株式の買取り請求による増加  ４，９２８ 株 

   自己株式の減少株式数の内訳は次のとおりである。 

     単元未満株式の買増し請求による減少     ５１ 株 

 

５．リース取引関係注記 

    ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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7. 有価証券の時価等 

 

当中間期   (2006 年 9 月 30 日現在) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

(2) その他有価証券で売買目的有価証券はありません。 

(3) その他の有価証券で時価のあるもの 
有  価  証  券 

1. その他有価証券で時価のあるもの 
 取 得 原 価 貸借対照表計上額  差     額 

① 株  式 ９８７ 百万円 ３，２８５ 百万円  ２，２９７ 百万円

② 債  権 ―  ―   ―  

③ その他 ―  ―   ―  

計 ９８７ 百万円 ３，２８５ 百万円  ２，２９７ 百万円

 

2. 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 ２０８ 百万円 
 

前中間期   (2005 年 9 月 30 日現在) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

(2) その他有価証券で売買目的有価証券はありません。 

(3) その他の有価証券で時価のあるもの 

有  価  証  券 

1. その他有価証券で時価のあるもの 
 取 得 原 価 貸借対照表計上額  差     額 

① 株  式 ９９２ 百万円 ２，４９９ 百万円  １，５０７ 百万円

② 債  権 ―  ―   ―  

③ その他 ―  ―   ―  

計 ９９２ 百万円 ２，４９９ 百万円  １，５０７ 百万円

 

2. 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 １８８ 百万円 
 

前   期   (2006 年 3 月 31 日現在) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

(2) その他有価証券で売買目的有価証券はありません。 

(3) その他の有価証券で時価のあるもの 

有  価  証  券 

1. その他有価証券で時価のあるもの 

 取 得 原 価 貸借対照表計上額  差     額 

① 株  式 ９８６ 百万円 ４，１１０ 百万円  ３，１２３ 百万円

② 債  権 ―  ―   ―  

③ その他 ―  ―   ―  

計 ９８６ 百万円 ４，１１０ 百万円  ３，１２３ 百万円

   

2. 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 ２０８ 百万円 
 

（注） （１） 時価等の算定の方法 

  上 場有価証券             主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

（２） 貸借対照表に表示しております評価差額金は税効果を適用後の金額であります。 
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（1 株当たり情報） 

 

 
当中間会計期間 前中間会計期間 前会計年度 

1 株当たり純資産額 ６５９円 ２０銭 ５８６円 ９３銭 ６５６円 ８７銭 

1 株当たり中間（当期）純利益金額 ３５円 ８９銭 ３６円 ３６銭 ６１円 ８４銭 

（注） 1. 潜在株式調整後 1株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. 1 株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 前中間会計期間 前会計年度 

中間（当期）純利益金額 ７５１ ７６６ １，３０１ 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

金額 
７５１ ７６６ １，３０１ 

普通株式の期中平均株式数 ２０，９４４千株 ２１，０７１株 ２１，０４１株 
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